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要約

骨粗鬆症検診の持つ意義を考える基礎として、骨粗鬆症検診受診者の受診間隔と年齢・

骨密度・同年代骨密度比・骨粗鬆症指導判定区分などとの関連を比較検討した。N市の

18歳以上女性受診者を対象として、平成９年のみ（Ａ群）、平成９年と12年のみ（Ｂ群）、

平成９年から12年までの連続受診（Ｃ群）の３つの受診行動群について骨密度及び同年

代骨密度比（年齢によるバイアス補正値）の増減を比較した。その結果、１）高齢になる

ほど連続受診が多い。２）60歳未満では受診間隔が長いほど当初骨密度が高いが、60歳

以上では逆の関連を示す。３）３年間隔受診者と４年毎年受診者の初診時同年代骨密度比

に差はないが、３年後には毎年受診者のほうが高くなる。４）初診時指導判定区分で正常

範囲であった受診者の３年後骨密度比増加者割合は４年毎年受診者の方が３年間隔受診者

より有意に多かった。要観察、要指導、要再検群では受診行動の違いによる差は認められ

なかった。

はじめに

一般に検診の効果を測る目安として、一定程度の罹患率を示す疾患の発見率、早期治療によ

る治癒率、生存年数などが従来使われてきた。同時に検診効果指標の開発･検討７-９）もおこな

われてきた。胃がん１，２）、子宮がん３）、大腸がん４）などのがん集団検診５）について、これらの

観点から適切な受診間隔の検討に関する報告が多く出されている。しかし、発見されても必ず

しも致死的といえない疾患ないし身体状況については、人間ドックなどの受診間隔と生活習慣

病改善率６）などの検討も行われているが、従来の評価尺度で測るのは難しい。むしろ、健康

教育の機会ととらえる方が適切である場合もある。その場合、検診の効果を見る評価指標と共

に適切な受診間隔の設定も検討されるべきであろう。

一方、わが国の老年人口（65歳以上）は1985年10%を超え、1995年14.6％、2000年には

17.4％となり、2004年には19.5%に達した。人口の高齢化は更に進み2050年には35.7%に達す
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ると見込まれている10）。当然、加齢現象を基盤として誰にでも起こりうる骨粗鬆症患者の増加

が予想されることになった。

骨粗鬆症が問題になるのは、高齢期の寝たきりの原因となる大腿骨頸部骨折が骨粗鬆症患者

に多いことによる。寝たきり原因の13.2%が大腿骨頸部骨折によるとされ、38.7%を占める脳

血管疾患に次ぎ第二位の原因に挙がっている11-14）。

骨粗鬆症という病名の周知度は一般住民にも高く、高齢者の生活の質をおびやかす疾患に対

する関心が高まってきていることを反映しているといえる。しかし、住民の関心が健康行動と

しての検診受診行動とどう結びつき、栄養･運動指導ともあいまって骨密度にどのように効果

をもたらしているかは必ずしも明らかではない。すなわち、骨粗鬆症のように生活の質に関わ

る疾患の検診効果をどのような評価尺度で計るかはこれからの検診の意義を考える上でも重要

であると考えられる。

今回は、N市で18歳以上全年齢の女性を対象に検診が行われるようになった平成９年から

12年までの受診者について受診行動としての受診間隔と年齢･骨密度･同年代骨密度比･骨粗鬆

症指導判定区分などとの関連を検討することとした。そのために、４年間の骨粗鬆症集団検診

における年齢階級別受診状況、骨密度値分布状況などを解析するとともに、受診行動の異なる

人々３群、即ち平成９年のみ受診者、平成９年と平成12年のみの３年間隔受診者、平成９年

から平成12年までの連続受診者を抽出し、初診時の骨密度関連値がその後の受診行動（間隔）

によってどのように変化するかを比較検討した。

対象及び方法

M県N市では、平成６年度から12年までの間に18歳以上の女性、のべ27,973人に対し骨密

度検診を行っている。18歳以上の全年齢を対象として検診が行われるようになったのは平成

９年度からである。そこで、今回の解析対象者として平成９年度の全受診者6,986名（女性、

18歳～89歳）のその後の受診行動によって3群に分けた。平成９年度のみ受診者（以下Ａ群）

1,448名、平成９年と12年のみ受診者（Ｂ群）255名、平成９年から12年までの連続受診者

（Ｃ群）815名である。調査内容は骨密度検診と問診からなる。骨密度の測定は、X線を用い

たレントゲン法（中手骨　MD／MS法）で、帝人ボナライザーを使用している。骨密度値の

単位はΣGS／D（mmAl）である。問診票は事前に郵送し記入の上持参してもらい、更に検

診会場で栄養士による聞き取りを行い正確を期した。市の条例に則って申請し、許可された平

成９年度から平成12年度骨密度検診の結果を解析した。

結果および考察

１．骨密度検診受診状況

骨密度検診参加実数は、平成９年6,986人、平成10年5,414人、平成11年4,293人、平成12

年4,481人であった。受診者を平成９年においてほぼ等しい受診者数となるよう18～39歳、40

～59歳、60歳以上の３つの年齢層に分け、年齢層別にみると、平成９年は18～39歳が1,978

人（対象者に対する受診率28.3％）、平成10年1,040人（対象者に対する受診率19.2％）、平成

11年764人（対象者に対する受診率17.8％）、平成12年708人（対象者に対する受診率15.8％）、
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40～59歳は平成９年2,566人（対象者に対する受診率36.7％）、平成10年2,094人（対象者に対

する受診率38.7％）、平成11年1,678人（対象者に対する受診率39.1％）、平成12年1,700人

（対象者に対する受診率37.9％）、60歳以上は平成9年2,442（対象者に対する受診率35％）、平

成10年2,280人（対象者に対する受診率42.1％）、平成11年1,851人（対象者に対する受診率

43.2％）、平成12年2,073人（対象者に対する受診率46.3％）であった（表１）。全体の受診率

は23%から28%と大きな変動はなかったが、平成９年は地域検診対象の18～39歳女性に対し

無料検診が導入され特に30代女性の受診率が高くなったと考えられる。一方、翌平成10年に

は40歳未満の対象者の骨密度検診が有料化されたことにより18～39歳女性の受診率は平成９

年の28.9%から半減し、19%～16%となった。有料化後の受診率はやや下降気味ではあるが安

定した数値を示している。他方、無料の60歳以上層では徐々に受診率が高くなっている。初

回受診者の割合は、平成９年では4296人（61.5%）、平成10年1677人（31.0%）、平成11年575

人（13.4%）、平成12年582人（13.0%）と大きく変動した。

２．全受診者の年代別平均骨密度の年次推移

骨密度は、これまでも報告した通り15）、どの年度も30～40歳代でピークを示し、以後年齢

を重ねるとともに減少する。先に、平成７年から９年にかけての受診者の平均骨密度を年代別

および連続受診者で検討した結果では16）、30歳以上のどの年代（10歳年齢階級で検討）でも

毎年平均骨密度が有意に増加していた。そこで、平成９年から12年までの全受診者について

も同様に検討した。

平成９年から12年までの全受診者（図１）では60歳未満ではそのような傾向は見られなか

ったが、60歳以上で平成９・10年よりも11・12年のほうがやや高い傾向を示した。地域住民

の骨密度平均が毎年高くなるという事実は、毎年受診者中の骨密度の高い住民割合が増えてい

るとも、健康管理に積極的な人々の受診が増えているとも、行政による検診の積み重ねや骨の

健康に関する知識の普及が効果をもたらしているとも様々な可能性が考えられる。

そこで、平成９年受診者を平成12年までの受診行動（受診間隔）によって分け、骨密度そ

の他の身体的愁訴に違いが出るかを検討することにした。
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表－１　骨密度検診受診状況

28.20％ 23.20％ 25.50％

受診年度別受診者数･受診率

年齢階級 H９ H10 H11 H12

18～39歳 1,978 1,040 764 708

28.30％ 19.21％ 17.80％ 15.80％

40～59歳 2,566 2,094 1,678 1,700

36.73％ 38.68％ 39.09％ 37.93％

60歳以上 2,442 2,280 1,851 2,073

34.96％ 42.11％ 43.12％ 46.26％

受診者総数 6,986 5,414 4,293 4,481

検診対象人数 25,815 21,105 18,543 17,566

27.10％

受診率

受診率

受診率

N市受診率

受診率：地域骨粗鬆症検診の各年齢対象者数に対する受診割合



３．年齢による受診行動の違い

受診行動解析のため、平成９年受診者6,986人を平成８年までに一度以上集団検診を受けて

いるもの（D群）2,692人と平成９年初診者4,294人に分けた。

この初診者を更に平成９年のみ受診（以下Ａ群）1,634人、平成９年と平成12年のみ三年間

隔受診（以下Ｂ群）254人、平成９年から12年までの４年連続受診（以下Ｃ群）815人及びそ

の他の受診（D群：平成９年から12年までの間に２ないし３回受診）に分けた。それぞれの

年齢層別受診行動パターンは図２に示した。さらに、一度受診した人がその後どのような受診

行動をとるかを平成９年全受診者および各年齢総受診者を100%として、その後それぞれAか

らCの行動をとった人の割合でみると、各群の受診者数は18～39歳ではＡ＞Ｂ＞Ｃ、40・50
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図－２　平成９年受診者年齢層別受診パターン



歳代ではＡ＞Ｃ＞Ｂ、60歳以上ではＡ≧Ｃ＞Ｂの関係にあり、40歳未満では４年連続受診者

１に対し、少なくとも４年以上間隔をあけて受診するものが15人強、40・50歳代では連続１

対２弱、60歳以上では１対１強という関係が見られた。つまり、受診会場で実感として言わ

れているように、高齢者は他の年代より連続受診者割合が高い事が確認された。しかし、平成

９年一回のみで後は検診を受けに来ていない者の割合（A群割合）は60歳以上では19.5％と

若干低いが18－60歳未満における25.5％とほぼ同じであった。また、最も多いパターンは

「４年間に受診２～３回、平成９年受診は複数回目の受診」で、18～39歳受診者では71.3％を

占め、40～59歳では56.4％、60歳以上58.5％であった。特徴的なことは、18～39歳でのB群

1.8％、C群1.5％は40～59歳、B群4.7％13.4％、60歳以上におけるB群4.0％、C群18.1％に

比べ有意に低いことである。これまでの検討からも、40歳未満の若い層では、受診率も低く、

受診者してもその後の連続受診層も少ない、とはいえ４年に１回しか受診しない者の割合もほ

かの年齢層に比べ少なく、４年に２～３回は受診する者が多いといえる。受診行動面から見る

とA群の人々がどの程度検診受診後医療機関に動いているか,どのような理由で受診間隔が開

いたのか､年齢により行動要因が異なるのかなど、より詳細な検討が今後の課題となると考え

られる。いずれにしろ、年齢により受診行動が異なることが明瞭となった。

４．受診間隔別年齢構成

さらに、４年間の検診記録追跡において平成９年に受診後平成12年まで受診がないA群、

平成９年に受診後３年目の平成12年２回目の受診をした３年間隔受診者（Ｂ群）と平成９年

から12年まで毎年受診している連続受診者（C群）の各群における年齢構成と平均年齢を検

討した（表２）。

Ａ群の対象者は、最年少者20歳、最高年齢者は90歳で年齢分布は18～ 39歳が504人

（30.8％）、40～59歳が655人（40.1％）、60歳以降が475人（29.1％）であり、平均年齢は

49.23歳±標準偏差16.7歳であった。

Ｂ群では最年少者18歳、最高年齢者98歳。年齢分布は18～39歳が35人（13.8％）、40～59

歳が121人（47.6％）、60歳以降が98人（38.6％）であり、平均年齢は、54.5±13.3歳であった。

Ｃ群の最年少者は25歳、最高年齢は85歳で、18～39歳は30人（3.7％）、40～59歳344人

（42.2％）、60歳以降441人（54.1％）。平均年齢は60.1±11.2歳であった。

年齢構成は､３つの受診行動群においては、40・50歳代の占める割合はほぼ45%で同じレベ

ルであるが、A群で若年者比率が、C群で高齢者比率が高いため、骨密度との関連解析では年

齢ごとの観察あるいは年齢要因の補正がより重要になることが再確認された。
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表－２　受診行動別受診者数・年齢構成　　　　 単位：人（％）

年齢 Ａ群（H９のみ） Ｂ群（H９とH12） Ｃ群（H９～12）

18～39歳 504  （22.7） 35  （13.8） 30 （ 3.7）

655  （44.8） 121  （47.6） 344  （42.2）

60歳以上 475  （32.5） 98  （38.6） 441  （54.1）

1,634（100%） 254（100%） 815（100%）

平均年齢 49.2±16.7 54.5±13.3 60.1±11.2

40～59歳

総数



５．初診後の受診行動と初診時骨密度

平成９年におけるA群の平均骨密度は2.54±0.4mmAl、B群2.59±0.3 mmAl、C群2.56±

0.37mmAlで３群間に骨密度の差は認められなかった（表３）。しかし、骨密度は年齢により

異なり、30代でピークを示し閉経年代以降、急激に低下する。年齢分布の違いは平均骨密度

値に影響をあたえる。今回のＡ～Ｃの３群の年齢分布は異なるので、ここでも30歳代まで、

40・50歳代、60歳以上とに分けて年代別平均骨密度を求めた。ちなみに、年齢区分では、人

数が少なくなるため40・50歳代をまとめたが骨密度に大きな影響を与える閉経の影響を排除

するわけには行かない。そのため、閉経者の割合をＡ～Ｃの各受診行動群で比較したが、40

歳代で約８～９％、50歳代で81～83％で群間差は認められなかった。

18～39歳、40～59歳では平均骨密度はA群＞B群＞C群と４年間での受診回数の多い群ほ

ど初回受診時の骨密度が低かった。60歳以上ではB群≧Ｃ群＞A群で一回のみ受診者の骨密

度が有意に低かった。60歳未満では、受診により骨密度への認識が深まり、骨密度の低い人

ほど受診回数が多くなった可能性がある。骨密度検診が単に骨密度に関心を持つ人々を集めて

いるというだけでなく、健康意識を高め、より積極的健康行動を行う人々の掘り起こしに貢献

していることを示すとも考えられる。60歳以上では、初回受診で低骨密度であった人々は医

療機関受診に移行している可能性が考えられた。また、B、C群の比較からは骨密度値に関係

なく、骨密度への関心度、受診機会の利用しやすさなどが受診回数を決定しているとも考えら

れ、主観的受診動機調査の実施が今後の課題である。

６．３年後の骨密度変化

受診行動による骨密度変化の違いを検討するために、平成９年から３年後の平成12年の骨

密度をB群とC群について比較した（表４）。この比較では平成12年データも平成９年度の年

齢階級に従った。平成12年の平均骨密度はB群2.472±0.374mmAl（平成９年より0.118mmAl

減少）、Ｃ群2.359±0.356mmAl（平成９年より0.195mmAl減少）であった。

当然、年齢層により増加・減少度が異なるので、年齢層別に見ると平均骨密度は18～39歳

ではＢ群0.229mmAl増加（平成9年2.587、平成12年2.816）、Ｃ群0.303mmAl増加（平成９年

2.486、平成12年2.789）し、40～59歳ではＢ群で0.002mmAl減少（平成９年2.608、平成12年
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表－３　平成９年初診年齢別受診行動別骨密度

年齢層
Ａ群

（Ｈ９のみ）
Ｂ群

（Ｈ９と12）
Ｃ群

（Ｈ９～12）

18～39歳
504
2.821
0.208

35
2.587
0.359

30
2.486
0.389

655
2.736
0.267

121
2.608
0.33

344
2.578
0.36

475
2.143
0.303

98
2.568
0.358

441
2.559
0.372

全　　体
1,634
2.59
0.389

254
2.59
0.344

815
2.564
0.368

40～59歳

60～90歳

人　　数
骨密度平均
標準偏差
人　　数
骨密度平均
標準偏差
人　　数
骨密度平均
標準偏差
人　　数
骨密度平均
標準偏差

骨密度の単位はΣGS／D（mmAl）



2.606）、Ｃ群でも0.010mmAl減少（平成９年2.578、平成12年2.568）、60歳以上ではＢ群で

0.382mmAl減少（平成９年2.568、平成12年2.183）、Ｃ群で0.353mmAl減少（平成９年2.559、

平成12年2.166）が認められた。30代までは４年連続受診C群の方が３年間隔受診群より骨密

度増加が大きく、50歳以上では変化量はほぼ同等であった。40歳未満者では､当初受診時に平

均骨密度の低かったＣ群がＢ群骨密度に近づいた。これは、自己の骨密度を知ることが、毎年

受診する行動に向かわせ、また実際に骨密度を増加させる健康行動にも結びついていることを

示唆する。この仮説の確認のためには骨密度受診の動機、継続動機などが必要と思われる。

７．全受診者の年代別平均同年代骨密度比の年次推移

中手骨の骨密度、骨量は思春期から30歳くらいまでに最大値（最大骨量）に達し、その後

40歳くらいまではその値が保たれ、その後減少する。Ｎ市の検診でも同様の結果が得られて

いる。個人の骨量は、年齢に大きく依存して決定される15）。受診者の年齢が異なると骨密度絶

対値の増減幅も異なるため、年次推移や時間を隔てての変化をみるときは、骨密度を同年代平

均値（全国平均値）に比較した値で表し、比較することが効果を見る場合より適切な指標とな

ると考えられる。そこで、個々人の同年代平均骨密度に対する割合（同年代骨密度比：各年齢

の全国平均値を１とする）の動向を検討してみた。同年代骨密度比は各年齢で全国平均値と等
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表－４　平成９年から３年後の平成12年度骨密度

年齢層
Ｃ群

（Ｈ９～12）
Ｂ群
増減

Ｃ群
増減

18～39歳
2.789
0.175

0.229 0.303

2.568
0.309

－0.002 －.01

2.166
0.271

－0.385 －0.393

全　　体
2.359
0.356

－0.118 －0.205

40～59歳

60～90歳

Ｂ群
（Ｈ９と12）

2.816
0.228
2.606
0.291
2.183
0.302
2.472
0.374

左から２、３欄の数値は上段　平均値、下段　標準偏差
各年齢層の群別人数は表３と同数

1.12

1.08

1.10

1.06

1.02

1.04

1.00

0.98

18－20s

H９ 

H10

H11

H12

30s 40s 50s 60s 70s 80－ 

年齢階級 

同
年
代
骨
密
度
比 

図－３　骨密度同年代比



しければ１となるはずである。Ｎ市受診者の骨密度は検診開始当初からどの年代でも平均同年

代比較骨密度比で、常に全国基準値よりも３％程度高かったが、今回受診対象者の同年代骨密

度比も、どの年のどの年代の受診者においても全国平均より高かった（図３）。年次的変化を

見ると骨密度測定値そのものでは平成９年から12年の変化はあまり明確に見られなかったが、

同年代骨密度比では60代以上の年齢層において受診者の平均骨密度比が年々高くなっていた。

８．受診行動と同年代骨密度比

本来、同年代骨密度比を用いれば、年齢補正が出来るため必ずしも年齢層別にデータを検討

する必要はないはずであるが、骨密度測定値との比較のために年齢階級別に受診行動の異なる

A、Ｂ、Ｃ群における初診時の平成９年および３年後の平成12年同年代骨密度比の変化を検

討した（表５）。この表では、平成９年に39歳であった人は平成12年にも18～39歳層に入れ

られているが、平成12年における同年代骨密度比は42歳の全国平均値で補正されている。

初診時の平成９年度の平均同年代骨密度比には、その後の受診行動のちがいによる有意の差

は見られなかった。18～39歳Ｃ群がA、B群に比べ若干低値を示したがこれも有意の差は見

られなかった。

一方､３年間で平均同年代骨密度比はB群では変わらず、C群で若干増加傾向が見られた。

また、18～39歳ではB群は減少、C群で増加、60歳以上でB群、C群とも増加傾向を示した。

３年後同年代骨密度比が増加していた人々の割合はBC群の全員の50.1%、B群254人中115

人45.3%、C群で815人中421人51.7%であった。18～39歳B群では42.9%、C群で53.3%、40

～59歳ではB群46.3%、C群48.8%、60歳以上でB群50.0%、C群53.7%であった。年齢が上が

るほど骨密度比増加者率も上がり、また、どの年齢層でもB群よりC群のほうが増加者率が高

かった。特に18～39歳層でその差がはっきりしていた。毎年受診をしたから健康意識が高ま

り、骨密度比が増加したのか、もともと健康意識が高かったから毎年受診をしたのかは、この

解析だけでは断定できないが、検診会場では、骨密度値を知ることにより、低ければそれまで

関心のなかった食生活を何とかしなければと思い、次には値が改善しているかどうか知りたい

と思うので受診は励みになるとの声もきかれた。血圧や体重の測定と記録による自己健康管理

に近い効果が毎年受診にある可能性については、骨密度値増減以外の効果指標の検討も今後必

要と考えられる。
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表－５　平成９年初診者平均同年代骨密度比

年齢層
平成12年 平成９年 平成12年

18～39歳
1.024 
0.080 

1.001 
0.108 

1.013
0.063

1.029 
0.090 

1.034 
0.094

1.026
0.104

1.038 
0.136

1.028 
0.099 

1.041
0.121

全　　体
1.032 
0.109 

1.030 
0.097 

1.034
0.112

40～59歳

60～90歳

平成９年
1.034
0.101
1.038
0.09
1.023
0.097
1.032
0.095

数値は上段　平均値、下段　標準偏差
各群の人数は表３参照
年齢層：３年後の平成12年にも平成９年の各年齢層区分として比較

Ａ群
平成９年

Ｂ群 Ｃ群

1.034
0.075
1.033
0.086
1.017
0.129
1.029
0.098



生の骨密度値と同年代骨密度比の利用の仕方としては年次推移や追跡調査を行うときは単純

な骨密度値よりもこの同年代骨密度比を用いるほうが意味づけをしやすい点で有用といえよ

う。すなわち、一般に図１で示したように、個人差はあるが30代でピークを示し40代でその

骨密度を保持し、更年期に至り減少をはじめ、閉経以後は急激な減少を示す。同年代骨密度比

の増加が見られるということは当初の骨密度レベルがどうであれ、増加･維持期の年齢の場合

は全国平均よりも増加の度合いが大きいということであり、骨密度減少期に入った年代の女性

にとっては同年齢者の平均的骨密度減少速度よりも骨密度の減少が緩やかであることを意味

し、生の骨密度値では減少しても年齢相応の状態であるかを見るにはより適切であるといえる。

９．骨粗鬆症指導判定区分と骨密度比

一方、骨密度改善の程度や受診行動は当初骨密度レベルによって異なることも考えられるた

めB、C群受診者の指導判定区分（I正常、II要観察、III要指導、IV要再検）分布を検討した。

しかし、指導判定区分分布にB、C群間で有意の差はなかった（図４）。

また、指導判定区分別に骨密度比増加者割合を検討した。

正常群でのみ同年代骨密度比増加者割合はＣ群>Ｂ群（χ2検定　P=0.019）と有意な差が見

られた。C群（18～39歳55.3％、40～59歳65％、60歳以上61%）はB群（18～39歳48.3％、

40～59歳58％、60歳以上61%）より18～39歳および40～59歳で各々７%、60歳以上で28%

多かった。要観察では差はなかった。要指導群の60歳以上年齢層での同年代骨密度比増加者

割合もＢ群39%、C群37%と差はなかった。要再検者は両群ともほぼ全員が減少していた。

受診行動が違っても、指導の必要なレベルの指導区分（骨密度が低い）にあるものの骨密度

状態の改善には差が認められず、正常範囲の骨密度を持つ者でのみ、どの年齢層においても毎

年受診者のほうが受診間隔の長い者より同年代骨密度比の増加という改善を果たしているとい

う事実がどのような意味を持つのか今後の受診動機、食生活調査などの解析によりあきらかに

する必要があると考えられる。さらに、最終的には骨密度検診を継続する意義と効用をどのよ

うに評価していくかが今後の課題となろう。
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図－４　年齢別判定区分割合
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